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１．事業概要

（１）事業の現況

①施設

②使用料

②使用料

法適（全部適用・一部適用）
非適の区分 地方公営企業法全部適用

年度

月

策 定 日 ： 平成 29 年 3 月

年度 令和 11

団 体 名 ：

令和2年度

条例上の使用料*2
（２０㎥あたり・税込）
※過去３年度分を記載

実質的な使用料*3
（２０㎥あたり・税込）
※過去３年度分を記載

条例上の使用料とは、一般家庭における20㎥あたりの使用料をいう。

実質的な使用料とは、使用料収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。*3

大垣市

事 業 名 ：

改 定 日 ：

計 画 期 間 ：

大垣市特定環境保全公共下水道事業

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

無

無

処理場数

２（北部処理区・中部処理区）

大垣市特定環境保全公共下水道事業経営戦略

令和4年度

令和3年度

令和2年度

4,720円

4,720円

4,720円 3,560円

3,876円

3,715円

処理区数

令和

処理区域内人口密度
(令和5年3月31日現在)

26.7人/ha

*1

令和4年度

令和3年度

5 年 12

流域下水道等への接続の
有無

平成 29

水道使用量1㎥あたり112円

「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の
一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合
を伴わない。）を指す。

～

２（上石津北部浄化センター・上石津中部浄化センター）

供用開始年度
(供用開始後年数)

平成12年度
(23年経過)

一般家庭用使用料体系の
概要・考え方

（1か月分/税抜）

業務用使用料体系の
概要・考え方

（1か月分/税抜）

その他の使用料体系の
概要・考え方

検針・請求は2か月に一度行い、請求額は10円未満切捨て。

基本使用料 加算使用料

3,393円

*2

基本使用料 加算使用料

2,262円
1人から5人まで世帯1人当たり･･･677円

6人以上1人増すごとに･･･339円

3



③組織

＜組織体制＞

＜職員数・年齢構成等＞ （単位：人）

（２）民間活力の活用等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析　：　 別　紙　の　と　お　り

２．将来の事業環境

（１）処理区域内人口・世帯数及び水洗化人口・世帯数の予測

民間活用の状況

ア 民間委託（包括的民間委託を含む）

イ 指定管理者制度

ウ PPP・PFI

　料金関係業務全般を、水道事業に委託し、スケールメリットを生
かした経費節減を図っていますが、受託先の水道事業においては、
窓口・検針・開閉栓・徴収・滞納整理業務等を民間に委託し、人件
費の削減を図るとともに、民間のノウハウを活用しています。

無

無

ア エネルギー利用*4（下水熱・下水汚泥・発電等）

イ 土地・施設等利用*5（未利用土地・施設の活用等）

無

無

「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。

「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

資産活用の状況

41～50歳 4 3 3 2 12

31～40歳 3

　ただし、最新のものとして、令和3年度決算分となります。

6 5 2 16

　～30歳

合　計

0 1 4

51～60歳 2

① 推計にあたっての基本方針
　・行政区域内人口について、大垣市人口ビジョンに示される目標数値を基本に、より厳しく見積もった数値（「国立社会保障・人口問題研究所」
    による大垣市の人口推計（H30.3月）及び岐阜県の世帯数推計（H31.4月）をもとに、直近の実績を加味した独自の推計値）を用いました。
② 推計結果
　・令和11年度末時点で市全体の人口を152,036人（令和元年度末比 △9,087人、△5.6％）と見込みました。なお、近年の実績を鑑み、上石津地域は
　　大垣・墨俣地域と比較してより急速に人口減少していくものとし、令和11年度末時点で4,308人（令和元年度末比 △1,031人、△19.3％）と見込
　　みました。
　・令和11年度末時点で市全体の世帯数を70,556戸（令和元年度末比 ＋3,466戸、＋5.2％）と見込みました。なお、上石津地域は、令和11年度末時点
　　で1,818戸（令和元年度末比 △191戸、△9.5％）と見込みました。
　・上石津地域は、普及率がほぼ100％であるため、上記の行政区域内人口・世帯数＝処理区域内人口・世帯数とし、この見込みをもとに水洗化
    人口・世帯数を算出しています。
　・結果、北部・中部処理区の、令和11年度末の水洗化人口は2,923人（令和元年度末比 △591人、△16.8％）、水洗化世帯数は1,135戸（令和元年度
    末比 ＋72戸、＋6.8％）と見込みました。
　・令和4年度までの実績をもとに、水洗化人口及び世帯数の推計を見直した結果、令和11年度までの水洗化人口の推移は概ね当初計画値と同程度
　　（当初計画令和元年度末比：△602人 → 改定計画令和元年度末比：△591人）となりましたが、水洗化世帯数は令和2年度以降の集計方法をGIS
　　データから直接抽出するといった、より正確な方法への変更による増加の影響で、令和4年度の実績値が当初計画値を大きく上回った（R4当初
　　計画値：979世帯 → R4実績値：1,229世帯、＋250世帯、＋25.5％）ため、令和5年度以降の計画値を、今後の世帯の細分化などに起因する世帯数
　　減少傾向の鈍化も加味し、相応に上方修正（R11当初計画値：855世帯 → R11計画改訂値：1,135世帯、＋280世帯、＋32.7％）しています。

*4

*5

10 8 5 25

4

合計 10 22 19 10 61

区分 企画経営課 水道課 下水道課 浄化センター

1 0 3 0

61歳～　 0 3

2,000
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2,400
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2,800

3,000

3,200

3,400
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3,800

4,000

600
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1,000

1,100
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1,300

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

水洗化世帯数（左軸／戸） 水洗化人口（右軸／人）

企画経営課  上水道経理、下水道経理、料金

水道課  配水設備、施設整備、維持改良

水道部

下水道課  計画、管路整備、施設管理、維持管理、排水設備、普及

浄化センター  運転管理、施設管理
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（２）有収水量の予測

（３）使用料収入の見通し

（４）施設の見通し

（５）組織の見通し

（６）元利償還金、基準外繰入金の見通し

 ・一般家庭分は（１）で求めた水洗化人口・世帯数に、処理区ごとの令和3,4年度平均一人当たり年間有収水量を乗じて推計し、
 　特定施設分は令和4年度の水量で推移するものとし、事業所等分は令和4年度の水量から逓減するものとして年間総有収水量を推計しました。
 ・結果、令和11年度の年間総有収水量を325,476㎥（令和元度比 △86,153㎥、△20.9％）と見込みました。
 ・なお、当初計画と比較した場合、一人当たり年間有収水量の減少により、令和5年度以降の計画値を下方修正（R11当初計画値：335,546㎥ →
　 R11改定計画値：325,476㎥、△10,070㎥、△3.0％）しています。

 ・本事業の料金体系は人頭制のため、（１）で求めた水洗化人口・世帯数をもとに使用料収入の見通しを立てています。
 ・結果、令和11年度の使用料収入は、58,904千円（税抜き、令和元年度比 △8,002千円、△12.0％）となりました。
 ・平成28年度に平均改定率9.8％、令和2年度に平均改定率3.0％の使用料改定を実施しているものの、上石津地域の人口減少の影響
   で使用料収入は徐々に減少していき、令和3年度にピークを迎えた後は令和11年度までに15%程度減少することが予想されます。

 ・北部浄化センターは平成12年5月に、中部浄化センターは平成17年4月に供用を開始しており、施設が比較的新しいため現時点で大きな改良の必要
 　はありませんが、一部、耐用年数の短い機械・電気設備の更新等を実施しています。

 ・水道部所管事業のうち水道事業以外の5事業が、令和2年4月に地方公営企業法を全部適用し法適用企業となることを機に、より効率的で機能的な
　 業務体制の確立を図るため、水道課所管であった上下水道の経理、料金の事務を担う企画経営課を設置しました。

 ・過去の企業債の借入に伴う元利償還金は、令和5年度まで144,000千円前後で推移しますが、供用開始後はほとんど借入をしていないため、令和6
   年度以降は徐々に減少し、計画期間終期の令和11年度には94,176千円となります。
 ・本事業は、従前より使用料収入で維持管理費を賄えていない状況であるうえ、人口減少による使用料収入の減少もあるため、基準外繰入金は今
 　後増加していくことが見込まれます。
 ・なおかつ、法適用後の令和2年度以降は、分流式下水道等に要する経費の算定方法が法適用に伴い変更され、資本費が元金ベースから減価償却費
 　ベースになったことにより基準内繰入金が減少し、結果、基準外繰入金が増加しています。
 ・ただ、元利償還金の減少に伴い、基準外繰入金も令和9年度以降は減少傾向となり、計画期間終期の令和11年度には6,800万円弱となる見込みです。
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5



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①収支計画のうち投資についての説明

 　大垣市特定環境保全公共下水道事業は、下水道サービスを持続的・安定的に提供していくために、平成29年度に策定、令和4年度に改定した下水
 道ストックマネジメント計画に基づき、下水道施設のライフサイクルコストの低減や、予防保全型施設管理の導入による安全の確保等、戦略的な維
 持、修繕及び改築を実施していきます。また、これらの実施に当たっては、国庫補助金を確保することにより基準外繰入金の削減に努めます。
 　ただし、本事業は、従前より多額の基準外繰入金に依存している状況であるうえ、上石津地域の急激な人口減少による使用料収入の減少により、
 その規模は今後ますます大きくなることが確実であるため、基準外繰入金削減のための使用料改定を実施します。
　 具体的には、令和2年4月の使用料改定（＋3.0％）に引き続き、令和8年度4月及び令和11年度4月の計2回、それぞれ＋3.0％（合計で＋6.1％）の
 使用料改定を実施することを基本方針とします。

目標

 　施設が比較的新しいため現時点で大きな改良の必要はありませんが、一部、耐用年数の短い機械・電気設備
 の更新等を実施する予定です。なお、実施に当たっては、下水道ストックマネジメント計画に基づき、下水道
 施設のライフサイクルコストの低減や、予防保全型施設管理の導入による安全の確保等、戦略的な維持、修繕
 及び改築を実施していきます。

【北部処理区】

 　北部処理区は平成12年5月に供用を開始しており、施設が比較的新しいため現時点で大きな改良の必要はありませんが、一部、耐用年数の短い機械・

 電気設備の更新等を実施する予定です。

（単位：千円／税込み）

区　分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 合　計

処理場施設更新 2,662 2,848 33,229 33,229 33,229 33,229 33,229 43,673 215,328

マンホールポンプ更新　 2,596 1,299 4,747 2,563 2,563 2,563 2,563 2,563 2,563 24,020

合　計 2,596 1,299 2,662 7,595 35,792 35,792 35,792 35,792 35,792 46,236 239,348

【中部処理区】

 　中部処理区は平成17年4月に供用を開始しており、施設が比較的新しいため現時点で大きな改良の必要はありませんが、一部、耐用年数の短い機械・

 電気設備の更新等を実施する予定です。

（単位：千円／税込み）

区　分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 合　計

処理場施設更新 7,260 2,848 5,791 5,791 5,791 5,791 5,791 5,791 44,854

マンホールポンプ更新　 1,299 2,848 1,899 1,899 1,899 1,899 1,899 1,899 15,541

合　計 7,260 1,299 0 5,696 7,690 7,690 7,690 7,690 7,690 7,690 60,395
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②収支計画のうち財源についての説明

目標

 　更新事業の実施に当たっては、国庫補助金を確保することにより基準外繰入金の削減に努めます。
 　ただし、本事業は、従前より多額の基準外繰入金に依存している状況であるうえ、上石津地域の急激な人口
 減少による使用料収入の減少により、その規模は今後ますます大きくなることが確実であるため、基準外繰入金
 削減のための使用料改定を実施します。
 　具体的には、令和2年4月の使用料改定（＋3.0％）に引き続き、令和8年4月及び令和11年4月の計2回、それぞれ
 ＋3.0％（合計で＋6.1％）の使用料改定を実施することを基本方針とします。

【使用料について】
 ・本事業は、従前より多額の基準外繰入金に依存している状況であるうえ、上石津地域の急激な人口減少による使用料収入の減少により、その規模は
 　今後ますます大きくなることが確実であるため、使用料改定により、少しでも基準外繰入金の削減を図る必要があります。
 ・よって、令和2年4月の使用料改定（＋3.0％）に引き続き、令和8年4月及び令和11年4月の計2回、それぞれ＋3.0％（合計で＋6.1％）の使用料改定を
　 実施することを基本方針とします。

【国庫補助金について】
 ・更新事業の実施に当たっては、国土交通省の下水道ストックマネジメント計画に基づく「社会資本整備総合交付金事業」 による国庫補助金を、
   事業費の1/2程度見込んでいます。

【企業債について】
 ・更新事業の実施に当たっては、企業債発行額を最小限に抑制することにより、企業債残高の更なる削減を目指します。
 ・計画期間中に、合計146,900千円の借入をしますが、同期間中に1,489,563千円の償還をするため、計画終期（令和11年度）の企業債残高は
 　283,373千円となり、これは、令和元度末残高（1,283,794千円）に対し、1,000,421千円、77.9％の減となります。

【基準外繰入金について】
 ・下水道ストックマネジメント計画に基づく国庫補助金の確保と、企業債発行額の抑制の効果により、使用料改定を実施しなかったとしても、令和
 　10年度頃には元利償還金の減少とともに基準外繰入金も減少し、計画期間終期の令和11年度には67,511千円になります。
 ・ただし、依然として基準外繰入金に依存している状況に変わりはないため、使用料改定により、少しでもその規模の縮小を図る必要があります。
 　使用料改定を実施した場合、令和11年度の基準外繰入金は63,962千円となり、使用料改定を実施しなかった場合と比べ、△3,549千円、△5.3％
 　縮小できます。
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③収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②今後の財源についての考え方・検討状況

③投資以外の経費についての考え方・検討状況

委託費に関する事項

その他の取組

職員給与費に関する事項

動力費に関する事項

薬品費に関する事項

修繕費に関する事項

　燃料費の高騰に伴う動力費の高騰については、社会全体の動向に注意しながら、経営状況を検討していくこ
とが必要です。

その他の取組
　今回の経営戦略計画期間後の令和12年度以降も、随時、施設の更新等を予定していますが、その際にも、
次期経営戦略の策定を通して、中長期的な視野に基づく計画的な経営に取り組み、戦略的な維持、修繕及び
改築を行っていくことが必要です。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、
指定管理者制度、PPP/PFIなど）

　料金関係業務以外の分野において、民間の資金・ノウハウ等の活用予定はありません。

広域化・共同化・最適化に
関する事項

　総務省等通知にもとづき、持続可能な下水道運営に向け、令和4年に県が策定した「広域化・共同化計
画」について、今後の取り組みや市の方針を示しました。

投資の平準化に関する事項 　令和4年度に改定したストックマネジメント計画においては、目標耐用年数の再設定を行い、既存施設の長
寿命化や、改築と修繕を交えた更新基準の見直しにより、更新投資の低減を図りました。

その他の取組

使用料の見直しに関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　料金関係業務以外の分野において、民間の資金・ノウハウ等の活用予定はありません。

【委託料について】
 ・毎年業務量の変化しない委託業務については、令和4年度実績と同水準で推移するものとしています。
 ・都度対応していくもの（下水管清掃等）、毎年変動するもの（汚泥の処分等）についても、計上額が比較的小額であることから、原則、令和4年
 　度実績と同水準で推移するものとしています。

【修繕費について】
  ・①に掲げる更新計画をもとに、必要な更新と維持補修を適切に組み合わせ資産管理していくことを念頭に計画期間中の修繕計画を作成し、これ
    をもとに経費計上しています。

【動力費について】
 ・２（２）で推計した年間総有収水量に、令和5年度から契約を開始する電気料金の単価を基に、物価上昇等を加味した単価を乗じて算出しています。
　（本事業の料金体系は人頭制のため、年間総有収水量＝年間総処理水量となります。）

【人件費について】
 ・職員1名分について、直近実績ベースで推移するものとして計上しています。

（単位：千円／税抜き）

区　分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 合　計

北部処理区修繕費 820 1,722 1,470 4,990 5,127 4,990 4,990 5,127 5,726 5,726 40,688

中部処理区修繕費 3,255 3,832 1,635 5,689 5,689 5,689 5,689 5,689 5,689 5,689 48,545

その他修繕費 48 54 65 56 58 60 58 59 59 59 576

合　計 4,123 5,608 3,170 10,735 10,874 10,739 10,737 10,875 11,474 11,474 89,809
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５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　今後はＰＤＣＡサイクルにより上記の取組みに対する進捗状況を確認し、計画との乖離が著しい場合には
その原因調査と対策を図ります。また、公営企業等審議会を通じて使用料水準や投資・財政計画の妥当性を
評価し、経営戦略の充実を図ります。

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

【第1回改定（令和元年度）の概要】

　　本市水道部所管の他事業（水道事業等）の経営戦略の策定に併せて、令和2年度以降を法適用企業として
　のものに変換のうえ時点修正（最新化）するとともに、本格的な経営健全化策として使用料改定を盛り込ん
　だものに改定しました。
　　また、改定に際して、水道事業等の経営戦略計画期間（令和2～11年度）と終期を揃え、計画期間を平成
　29～令和11年度の13ヵ年に延長しています。

【第2回改定（令和5年度）の概要】

　　主に、次の5項目に重点を置いて、時点修正（最新化）を実施しました。
　　　1)　令和2年度の地方公営企業法の適用以降、現在に至るまでの実態（経理手法等）の反映
　　　2)　直近の動向から見る、最新の人口・世帯数・水需要等の動態予測を反映した料金・使用料収入の
　　　　再算定
　　　3)　今後の水需要等の減少傾向と、施設の更新需要の増加傾向を比較衡量の上、リスク分析に基づく
　　　　現有施設の有効活用・延命化も視野に入れた、建設改良計画の見直し
　　　4)　収支に関しては、令和4年度までの実績を加味した上で、物価上昇等を考慮した動力費（電気料金）
　　　　をはじめとする維持管理費の上昇傾向等の反映
　　　5)　上記全てを反映した上で、「事業の持続可能性」と「経営の健全性」を両立させるための経営健全
　　　　化策（支出抑制や使用料改定等）の再検討

　　なお、使用料改定に関し、改定前の経営戦略においては、令和2年4月を1回目として、その3年後の令和5
　年4月に2回目、その3年後の令和8年4月に3回目の使用料改定を実施することとしていましたが、昨今の原油
　価格などの物価の高騰に伴う市民生活の負担増を鑑み、2回目以降の使用料改定に関しては、当分の間延期
　します。
　　ただし、経営戦略の計画期間内に、本事業が「経営の基本方針」に掲げる目標（基準外繰入金の削減）を
　達成するためには、計画の最終年度である令和11年度までに予定している使用料改定を実施することが不可
　欠であり、当初の予定通り2回に分けて実施するとした場合、最大限延期したとしても、令和8年4月に2回
　目、その3年後の令和11年4月に3回目の使用料改定を実施する必要がありますので、その時点での状況次第
　ではありますが、ひとまず、今回改定いたします経営戦略においては、その旨を反映しています。
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資
本

構
成

比
率

(
％

)
普

及
率

(
％

)
有

収
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)

15
9,

89
4

処
理

区
域

内
人

口
(
人

)

20
6.

57
77

4.
04

■
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）
法

適
用

下
水

道
事

業
特

定
環
境

保
全
公

共
下

水
道

D2
非

設
置

経
営

比
較

分
析

表
（

令
和

3
年

度
決

算
）

岐
阜

県
　

大
垣

市

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
管

理
者

の
情

報
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

グ
ラ

フ
凡

例

0.
00

0.
05

0.
10

0.
15

0.
20

0.
25

0.
30

0.
35

0.
40

0.
45

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
0.
00

0.
00

平
均
値

-
-

-
0.
39

0.
10

0.
00

20
.0
0

40
.0
0

60
.0
0

80
.0
0

10
0.
00

12
0.
0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
10
1.
5
4

10
0.
0
0

平
均

値
-

-
-

10
5.
7
8

10
6.
0
9

0.
00

5.
00

10
.0
0

15
.0
0

20
.0
0

25
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

6.
23

10
.1
7

平
均

値
-

-
-

21
.3
6

22
.7
9

0.
00

0.
01

0.
02

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
0.
00

0.
00

平
均
値

-
-

-
0.
01

0.
01

①
経

常
収
支

比
率

(
％

)

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
0.
00

0.
00

平
均

値
-

-
-

63
.9
6

69
.4
2

0.
00

5.
00

10
.0
0

15
.0
0

20
.0
0

25
.0
0

30
.0
0

35
.0
0

40
.0
0

45
.0
0

50
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
20
.3
2

24
.6
0

平
均
値

-
-

-
44
.2
4

43
.0
7

0.
00

20
0.
0
0

40
0.
0
0

60
0.
0
0

80
0.
0
0

1,
00
0
.0
0

1,
20
0
.0
0

1,
40
0
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
0.
00

0.
00

平
均

値
-

-
-

1,
25
8
.4
3

1,
16
3
.7
5

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

90
.0
0

10
0.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

85
.6
4

86
.4
0

平
均

値
-

-
-

73
.3
6

72
.6
0

0.
00

50
.0
0

10
0.
0
0

15
0.
0
0

20
0.
0
0

25
0.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
18
8.
9
7

19
5.
4
6

平
均
値

-
-

-
22
4.
8
8

22
8.
6
4

0.
00

5.
00

10
.0
0

15
.0
0

20
.0
0

25
.0
0

30
.0
0

35
.0
0

40
.0
0

45
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
41
.3
7

40
.0
0

平
均
値

-
-

-
42
.4
0

42
.2
8

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

90
.0
0

10
0.
0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

91
.1
1

90
.3
5

平
均

値
-

-
-

84
.1
9

84
.3
4

②
累
積

欠
損
金
比

率
(
％

)
③
流
動
比
率

(
％

)
④

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模

比
率

(％
)

⑤
経

費
回

収
率

(％
)

⑥
汚
水

処
理
原
価

(
円

)
⑦
施
設
利
用
率

(％
)

⑧
水

洗
化

率
(％

)

①
有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
率

(％
)

②
管
渠
老
朽
化
率
(
％
)

③
管
渠
改
善
率
(％

)

【
1
05
.3
5】

【
6
3
.
89
】

【
4
4.

07
】

【
1
,2
01
.7
9
】

【
8
5
.
2
4】

【
4
2.

57
】

【
21
6.
39

】
【

75
.3
1
】

【
2
5.
87
】

【
0
.0
1】

【
0
.1
5
】
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様
式
第
2
号
（
法
非
適
用
企
業
）

投
資

・財
政

計
画

（収
支

計
画

）
（
単

位
：
千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

区
分

1
(
A)

24
7,

38
9

24
6,

84
4

24
1,

89
9

25
5,

38
1

25
1,

18
7

（
１
）

(
B)

67
,1

19
71

,9
75

73
,2

44
72

,7
70

72
,0

83

ア
67

,0
81

71
,9

36
73

,2
08

72
,7

37
72

,0
57

イ
(
C)

ウ
38

39
36

33
26

（
２
）

18
0,

27
0

17
4,

86
9

16
8,

65
5

18
2,

61
1

17
9,

10
4

ア
18

0,
26

9
17

4,
77

3
16

8,
64

9
18

2,
60

6
17

9,
10

0

イ
1

96
6

5
4

２
(
D)

14
0,

80
8

13
8,

50
3

13
2,

64
9

14
1,

31
8

13
5,

18
7

（
１
）

99
,1

26
98

,1
69

94
,1

59
10

5,
07

1
10

2,
10

7

ア
4,

50
1

5,
15

6
5,

28
7

4,
27

9
5,

18
5

イ
94

,6
25

93
,0

13
88

,8
72

10
0,

79
2

96
,9

22

（
２
）

41
,6

82
40

,3
34

38
,4

90
36

,2
47

33
,0

80

ア
37

,1
32

34
,8

73
32

,5
64

30
,2

01
27

,7
85

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　

イ
4,

55
0

5,
46

1
5,

92
6

6,
04

6
5,

29
5

３
(
E)

10
6,

58
1

10
8,

34
1

10
9,

25
0

11
4,

06
3

11
6,

00
0

1
(
F)

1,
42

7
1,

62
2

2,
85

0
30

0
1,

00
2

（
１
）

（
２
）

10
0

40
0

30
0

30
2

（
３
）

（
４
）

（
５
）

（
６
）

1,
42

7
1,

05
0

2,
45

0
70

0

（
７
）

47
2

２
(
G)

10
8,

00
8

10
9,

96
3

11
2,

10
0

11
4,

36
3

11
6,

78
1

（
１
）

87
6

57
2

40
0

30
0

30
2

（
２
）

(
H)

10
7,

13
2

10
9,

39
1

11
1,

70
0

11
4,

06
3

11
6,

47
9

（
３
）

（
４
）

（
５
）

３
(
I)

△
 1

0
6,

5
81

△
 1

08
,3

41
△

 1
09

,2
50

△
 1

14
,0

63
△

 1
15

,7
79

他
会

計
繰

入
金

そ
の

他

収
支

差
引

(F
)-
(G
)

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

工
事

負
担

金
そ

の
他

資 本 的 支 出

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

う
ち

職
員

給
与

費
地

方
債

償
還

金
他

会
計

長
期

借
入

金
返

還
金

他
会

計
へ

の
繰

出
金

収
支

差
引

(A
)-
(D
)

そ
の

他

資 　 本 　 的 　 収 　 支

資 本 的 収 入

資
本

的
収

入
地

方
債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債
他

会
計

補
助

金
他

会
計

借
入

金
固

定
資

産
売

却
代

金

収 益 的 支 出

総
費

用
営

業
費

用
職

員
給

与
費

う
ち

退
職

手
当

そ
の

他
営

業
外

費
用

支
払

利
息

う
ち

一
時

借
入

金
利

息
そ

の
他

収 　 益 　 的 　 収 　 支

収 益 的 収 入

総
収

益

営
業

収
益

料
金

収
入

受
託

工
事

収
益

H
27

(決
算

）
H

28
(決

算
）

H
29

(決
算

）
H

30
(決

算
）

R
元

（決
算

）

そ
の

他
営

業
外

収
益

11



様
式
第
2
号
（
法
非
適
用
企
業
）

投
資

・財
政

計
画

（収
支

計
画

）
（
単

位
：
千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

区
分

H
27

(決
算

）
H

28
(決

算
）

H
29

(決
算

）
H

30
(決

算
）

R
元

（決
算

）

(
J)

22
1

(
K)
(
L)
(
M)
(
N)

22
1

(
O)

22
1

(
P)
(
Q)

(Q
)

(B
)-
(C
)

(A
)

(D
)+
(H
)

(S
)

67
,1

19
71

,9
75

73
,2

44
72

,7
70

72
,0

83

（T
)

(U
)

(V
)

67
,1

19
71

,9
75

73
,2

44
72

,7
70

72
,0

83

(W
)

(X
)

1,
73

5,
42

7
1,

62
6,

03
6

1,
51

4,
33

6
1,

40
0,

27
3

1,
28

3,
79

4

○
他

会
計

繰
入

金
（
単

位
：
千

円
）

年
　

　
　

　
　

度

区
分

18
0,

26
9

17
4,

77
3

16
8,

64
9

18
2,

60
6

18
1,

60
5

14
8,

95
1

14
8,

38
4

14
7,

10
2

15
0,

63
4

14
9,

64
4

31
,3

18
26

,3
89

21
,5

47
31

,9
72

31
,9

61

10
0

40
0

30
0

30
2

10
0

40
0

30
0

30
2

18
0,

26
9

17
4,

87
3

16
9,

04
9

18
2,

90
6

18
1,

90
7

う
ち

基
準

外
繰

入
金

合
計

収
益

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

地
方

債
残

高

H
27

(決
算

）
H

28
(決

算
）

H
29

(決
算

）
H

30
(決

算
）

R
元

（決
算

）

健
全

化
法

施
行

令
第

16
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額
健

全
化

法
施

行
規

則
第

６
条

に
規

定
す

る
解

消
可

能
資

金
不

足
額

健
全

化
法

施
行

令
第

17
条

に
よ

り
算

定
し

た
事

業
の

規
模

健
全

化
法

第
2
2

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

不
足

比
率

(（
T
）/

（V
）×

10
0)

他
会

計
借

入
金

残
高

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(B

)-
(C

)

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
((

R
)/

(S
)×

10
0)

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
6

条
第

１
項

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額
(R

)

99
.0

10
0.

0
99

.8
収

益
的

収
支

比
率

（
×
10
0

）
99

.8
99

.6

赤
字

比
率

（
×
10
0

）

前
年

度
か

ら
の

繰
越

金
前

年
度

繰
上

充
用

金
形

式
収

支
(J
)-
(K
)+
(L
)-
(M
)

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源

実
質

収
支

黒
字

(N
)-
(O
)

赤
字

収
支

再
差

引
(E
)+
(I
)

積
立

金

12



様
式

第
2
号

（
法

適
用

企
業

・
収

益
的

収
支

）

投
資

・
財

政
計

画
（
収

支
計

画
）

（
単

位
：
千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

区
　

　
　

　
　

　
分

１
．

(A
)

6
7
,6

2
6

6
8
,1

7
0

6
7
,5

4
6

6
6
,2

9
2

6
5
,1

9
7

6
3
,9

1
5

6
4
,3

0
4

6
3
,3

6
9

6
2
,0

4
2

6
2
,2

1
9

(1
)

6
7
,5

7
9

6
8
,1

4
0

6
7
,5

1
8

6
6
,2

5
7

6
5
,1

6
6

6
3
,8

8
4

6
4
,2

7
2

6
3
,3

3
8

6
2
,0

1
0

6
2
,1

8
7

(2
)

(B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(3
)

4
7

3
1

2
8

3
5

3
1

3
1

3
2

3
1

3
2

3
2

２
．

2
6
3
,4

9
1

1
7
7
,3

6
9

1
7
0
,5

7
4

1
6
2
,9

7
3

1
5
9
,9

3
8

1
5
9
,9

5
0

1
4
5
,4

8
2

1
3
8
,4

4
0

1
4
0
,1

9
2

1
4
0
,1

2
5

(1
)

1
5
,8

7
6

9
,8

8
3

1
5
,2

7
8

2
6
,4

5
9

2
8
,6

2
4

2
9
,7

5
9

2
8
,6

3
4

2
9
,1

4
0

3
0
,9

6
8

3
0
,6

0
1

1
5
,8

7
6

9
,8

8
3

1
5
,2

7
8

2
6
,4

5
9

2
8
,6

2
4

2
9
,7

5
9

2
8
,6

3
4

2
9
,1

4
0

3
0
,9

6
8

3
0
,6

0
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(2
)

1
0
3
,8

5
5

6
5
,5

7
6

6
0
,9

8
2

5
3
,8

3
4

5
2
,3

7
9

5
3
,1

4
1

4
7
,8

2
9

4
5
,1

8
3

4
6
,1

0
7

4
7
,0

8
2

(3
)

1
4
3
,7

6
0

1
0
1
,9

1
0

9
4
,3

1
4

8
2
,6

8
0

7
8
,9

3
5

7
7
,0

5
0

6
9
,0

1
9

6
4
,1

1
7

6
3
,1

1
7

6
2
,4

4
2

(C
)

3
3
1
,1

1
7

2
4
5
,5

3
9

2
3
8
,1

2
0

2
2
9
,2

6
5

2
2
5
,1

3
5

2
2
3
,8

6
5

2
0
9
,7

8
6

2
0
1
,8

0
9
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供用開始年月日 平 成 12 年 4 月 1 日

処理区域内人口 3,734人

自 令 和 2 年 4 月
至 令 和 7 年 3 月

（5年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

67,518 66,932 66,932

0 0 0

28 34 34

67,546 66,966 0 66,966

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

850 1,590 0 1,590

0 24 0 24

0 0 0 0

5,409 5,268 0 5,268

4,553 4,756 0 4,756

10,812 11,638 0 11,638

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

11,279 9,230 0 9,230

2,255 5,256 0 5,256

0 0 0 0

1,432 1,254 0 1,254

50,211 51,157 3,679 47,478

484 447 109 338

65,661 67,344 3,788 63,556

給 料 3,022 2,777 0 2,777

諸 手 当 1,870 1,661 0 1,661

福 利 費 741 884 0 884

0 0 0 0

1,593 1,603 0 1,603

1,253 1,052 0 1,052

8,479 7,977 0 7,977

小 計

一
 
般
 
管
 
理
 
費

人
件
費

流域下水道管理運営費負担金

委 託 料

そ の 他

小 計

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

項 目
金　　　　　　　　額

原価計算表

計算期間

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額

使 用 料 (X)

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部
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20,207 20,176 20,176 0

131,195 142,348 142,348 0

45 861 861 0

151,447 163,385 163,385 0

236,399 250,344 167,173 83,171

540

83,711

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 80.0%

＜使用料水準についての説明＞

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

　収支計画における算定期間では、使用料収入以外の繰入金等の営業外収益により、収支は黒字が見込まれていますが、上記算定の結果、使用
料では対象経費の80.0％しか賄えておらず、補てんする財源のほとんどを基準外繰入金に依存している状況です。

　本経営戦略でお示ししたとおり、本事業は従前より多額の基準外繰入金に依存している状況であるうえ、上石津地域の急激な人口減少による使
用料収入の減少により、その規模は今後ますます大きくなることが確実であるため、使用料改定により、少しでも基準外繰入金の削減を図る必要が
あります。そのため、段階的な使用料改定として、令和8年4月及び令和11年4月の計2回、それぞれ＋3.0％（合計で6.1％）の使用料改定を実施する
予定です。

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本
を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下
水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

小 計

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費
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１．事業概要

（１）事業の現況

①施設

②使用料

②使用料

*2

基本使用料 加算使用料

2,262円

11

「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の
一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合
を伴わない。）を指す。

～

大垣市農業集落排水事業経営戦略

令和4年度

令和3年度

令和2年度

4,720円

4,720円

4,720円 4,365円

4,665円

4,461円

処理区数

令和

処理区域内人口密度
(令和5年3月31日現在)

15.3人/ha

*1

令和4年度

令和3年度

5 年 12

流域下水道等への接続の
有無

平成 29

水道使用量1㎥あたり112円

団 体 名 ：

令和2年度

条例上の使用料*2
（２０㎥あたり・税込）
※過去３年度分を記載

実質的な使用料*3
（２０㎥あたり・税込）
※過去３年度分を記載

条例上の使用料とは、一般家庭における20㎥あたりの使用料をいう。

実質的な使用料とは、使用料収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。*3

1人から5人まで世帯1人当たり･･･677円

6人以上1人増すごとに･･･339円

一般家庭用使用料体系の
概要・考え方

（1か月分/税抜）

業務用使用料体系の
概要・考え方

（1か月分/税抜）

その他の使用料体系の
概要・考え方

検針・請求は2か月に一度行い、請求額は10円未満切捨て。

基本使用料 加算使用料

3,393円

大垣市

事 業 名 ：

改 定 日 ：

計 画 期 間 ：

大垣市農業集落排水事業

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

無

無

処理場数

２（西山処理区・南部処理区）

２（上石津西山浄化センター・上石津南部浄化センター）

供用開始年度
(供用開始後年数)

平成9年度
(26年経過)

法適（全部適用・一部適用）
非適の区分 地方公営企業法全部適用

年度

月

策 定 日 ： 平成 29 年 3 月

年度 令和
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③組織

＜組織体制＞

＜職員数・年齢構成等＞ （単位：人）

（２）民間活力の活用等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析　：　 別　紙　の　と　お　り

２．将来の事業環境

（１）処理区域内人口・世帯数及び水洗化人口・世帯数の予測

① 推計にあたっての基本方針
　・行政区域内人口について、大垣市人口ビジョンに示される目標数値を基本に、より厳しく見積もった数値（「国立社会保障・人口問題研究所」
　　による大垣市の人口推計（H30.3月）及び岐阜県の世帯数推計（H31.4月）をもとに、直近の実績を加味した独自の推計値）を用いました。
② 推計結果
　・令和11年度末時点で市全体の人口を152,036人（令和元年度末比 △9,087人、△5.6％）と見込みました。なお、近年の実績を鑑み、上石津地域は
　　大垣・墨俣地域と比較してより急速に人口減少していくものとし、令和11年度末時点で4,308人（令和元年度末比 △1,031人、△19.3％）と見込
　　みました。
　・令和11年度末時点で市全体の世帯数を70,556戸（令和元年度末比 ＋3,466戸、＋5.2％）と見込みました。なお、上石津地域は、令和11年度末時点
　　で1,818戸（令和元年度末比 △191戸、△9.5％）と見込みました。
　・上石津地域は、普及率がほぼ100％であるため、上記の行政区域内人口・世帯数＝処理区域内人口・世帯数とし、この見込みをもとに水洗化
    人口・世帯数を算出しています。
　・結果、西山・南部処理区の、令和11年度末の水洗化人口は743人（令和元年度末比 △196人、△20.9％）、水洗化世帯数は316戸（令和元年度末比
　　＋5戸、＋1.6％）と見込みました。
　・令和4年度までの実績をもとに、水洗化人口及び世帯数の推計を見直した結果、令和11年度までの水洗化人口の推移は概ね当初計画値と同程度
　　（当初計画令和元年度末比：△157人 → 改定計画令和元年度末比：△196人）となりましたが、水洗化世帯数は令和2年度以降の集計方法をGIS
　　データから直接抽出するといった、より正確な方法への変更による増加の影響で、令和4年度の実績値が当初計画値を大きく上回った（R4当初
　　計画値：288世帯 → R4実績値：341世帯、＋47世帯、＋16.3％）ため、令和5年度以降の計画値を、今後の世帯の細分化などに起因する世帯数
　　減少傾向の鈍化も加味し、相応に上方修正（R11当初計画値：253世帯 → R11計画改訂値：316世帯、＋63世帯、＋24.9％）しています。

*4

*5

　ただし、最新のものとして、令和3年度決算分となります。

資産活用の状況

51～60歳 2 10 8

0 3 0 1 4

合計 10 22 19 10 61

41～50歳

ア エネルギー利用*4（下水熱・下水汚泥・発電等）

イ 土地・施設等利用*5（未利用土地・施設の活用等）

無

無

「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。

「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

5 25

　～30歳 1 0 3 0 4

区分 企画経営課 水道課 下水道課 浄化センター 合　計

61歳～　

民間活用の状況

ア 民間委託（包括的民間委託を含む）

イ 指定管理者制度

ウ PPP・PFI

　料金関係業務全般を、水道事業に委託し、スケールメリットを生
かした経費節減を図っていますが、受託先の水道事業においては、
窓口・検針・開閉栓・徴収・滞納整理業務等を民間に委託し、人件
費の削減を図るとともに、民間のノウハウを活用しています。

無

無

4 3 3 2 12

31～40歳 3 6 5 2 16

650

700

750

800

850

900

950

1,000

1,050

200

220

240

260

280

300

320

340

360

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

水洗化世帯数（左軸／戸） 水洗化人口（右軸／人）

浄化センター  運転管理、施設管理

企画経営課  上水道経理、下水道経理、料金

水道課  配水設備、施設整備、維持改良

水道部

下水道課  計画、管路整備、施設管理、維持管理、排水設備、普及
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（２）有収水量の予測

（３）使用料収入の見通し

（４）施設の見通し

（５）組織の見通し

（６）元利償還金、基準外繰入金の見通し

 ・一般家庭分は（１）で求めた水洗化人口・世帯数に、処理区ごとの令和3,4年度平均一人当たり年間有収水量を乗じて推計し、
　 特定施設分は令和4年度の水量で推移するものとし、事業所等分は令和4年度の水量から逓減するものとして年間総有収水量を推計しました。
 ・結果、令和11年度の年間総有収水量を67,755㎥（令和元年度比 △20,404㎥、△23.1％）と見込みました。
 ・なお、当初計画と比較した場合、一人当たり年間有収水量の減少により、令和5年度以降の計画値を下方修正（R11当初計画値：70,805㎥ →
　 R11改定計画値：67,755㎥、△3,050㎥、△4.3％）しています。

 ・本事業の料金体系は人頭制のため、（１）で求めた水洗化人口・世帯数をもとに使用料収入の見通しを立てています。
 ・結果、令和11年度の使用料収入は、14,923千円（税抜き、令和元年度比 △3,236千円、△17.8％）となりました。
 ・平成28年度に平均改定率9.8％、令和2年度に平均改定率3.0％の使用料改定を実施しているものの、上石津地域の人口減少の影響
　 で使用料収入は徐々に減少していき、令和3年度にピークを迎えた後は令和11年度までに15%程度減少することが予想されます。

 ・西山浄化センターは平成9年11月に、南部浄化センターは平成15年5月に供用を開始しており、施設が比較的新しいため現時点で大きな改良の必要
 　はありませんが、一部、耐用年数の短い機械・電気設備の更新等が必要であり、それらを令和4年度以降に実施する予定です。

 ・水道部所管事業のうち水道事業以外の5事業が、令和2年4月に地方公営企業法を全部適用し法適用企業となることを機に、より効率的で機能的な
　 業務体制の確立を図るため、水道課所管であった上下水道の経理、料金の事務を担う企画経営課を設置しました。

 ・過去の企業債の借入に伴う元利償還金は、令和5年度まで31,600千円前後で推移しますが、供用開始後は借入をしていないため、令和6年度以降
 　は徐々に減少し、計画期間終期の令和11年度には21,292千円となります。
 ・本事業は、従前より使用料収入で維持管理費を賄えていない状況であるうえ、人口減少による使用料収入の減少もあるため、基準外繰入金は今
 　後増加していくことが見込まれます。
 ・なおかつ、法適用後の令和2年度以降は、分流式下水道等に要する経費の算定方法が法適用に伴い変更され、資本費が元金ベースから減価償却費
 　ベースになったことにより基準内繰入金が減少し、結果、基準外繰入金が増加しています。
 ・ただ、元利償還金の減少に伴い、基準外繰入金も令和9年度以降は減少傾向となり、計画期間終期の令和11年度には2,200万円弱となる見込み
 　です。

0
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100,000
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H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

年間総有収水量（㎥）
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下水道使用料（千円）
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元利償還金（左軸／千円） 基準外繰入金（右軸／千円）
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①収支計画のうち投資についての説明

 　大垣市農業集落排水事業は、下水道サービスを持続的・安定的に提供していくために、令和元年度に策定した最適整備構想に基づき、下水道施設
 のライフサイクルコストの低減や、予防保全型施設管理の導入による安全の確保等、戦略的な維持、修繕及び改築を実施していきます。また、これ
 らの実施に当たっては、国庫補助金を確保することにより基準外繰入金の削減に努めます。
 　ただし、本事業は、従前より多額の基準外繰入金に依存している状況であるうえ、上石津地域の急激な人口減少による使用料収入の減少により、
 その規模は今後ますます大きくなることが確実であるため、基準外繰入金削減のための使用料改定を実施します。
　 具体的には、令和2年4月の使用料改定（＋3.0％）に引き続き、令和8年度4月及び令和11年度4月の計2回、それぞれ＋3.0％（合計で＋6.1％）の
 使用料改定を実施することを基本方針とします。

目標

 　施設が比較的新しいため現時点で大きな改良の必要はありませんが、一部、耐用年数の短い機械・電気設備
 の更新等を令和5年度から実施しています。なお、実施に当たっては、最適整備構想に基づき、下水道施設の
 ライフサイクルコストの低減や、予防保全型施設管理の導入による安全の確保等、戦略的な維持、修繕及び
 改築を実施していきます。

【西山処理区】

 　西山処理区は平成9年11月に供用を開始しており、施設が比較的新しいため現時点で大きな改良の必要はありませんが、一部、耐用年数の短い機械・

 電気設備の更新等が必要であり、それらを令和11年度に実施する予定です。

（単位：千円／税込み）

区　分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 合　計

処理場施設更新 4,859 4,859

マンホールポンプ更新　 583 583

合　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,442 5,442

【南部処理区】

 　南部処理区は平成15年5月に供用を開始しており、施設が比較的新しいため現時点で大きな改良の必要はありませんが、一部、耐用年数の短い機械・

 電気設備の更新等が必要であり、それらを令和4年度以降に実施する予定です。

（単位：千円／税込み）

区　分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 合　計

処理場施設更新 7,975 972 972 972 972 972 972 9,719 23,526

マンホールポンプ更新　 10,593 2,916 13,509

合　計 0 0 7,975 11,565 972 972 972 972 972 12,635 37,035
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②収支計画のうち財源についての説明

目標

 　更新事業の実施に当たっては、国庫補助金を確保することにより基準外繰入金の削減に努めます。
 　ただし、本事業は、従前より多額の基準外繰入金に依存している状況であるうえ、上石津地域の急激な人口
 減少による使用料収入の減少により、その規模は今後ますます大きくなることが確実であるため、基準外繰入金
 削減のための使用料改定を実施します。
 　具体的には、令和2年4月の使用料改定（＋3.0％）に引き続き、令和8年4月及び令和11年4月の計2回、それぞれ
 ＋3.0％（合計で＋6.1％）の使用料改定を実施することを基本方針とします。

【使用料について】
 ・本事業は、従前より多額の基準外繰入金に依存している状況であるうえ、上石津地域の急激な人口減少による使用料収入の減少により、その規模は
 　今後ますます大きくなることが確実であるため、使用料改定により、少しでも基準外繰入金の削減を図る必要があります。
 ・よって、令和2年4月の使用料改定（＋3.0％）に引き続き、令和8年4月及び令和11年4月の計2回、それぞれ＋3.0％（合計で＋6.1％）の使用料改定を
　 実施することを基本方針とします。

【国庫補助金について】
 ・令和4年度以降の更新事業の実施に当たっては、農林水産省の最適整備構想に基づく「農山漁村地域整備交付金事業」による国庫補助金を、
 　事業費の1/2程度見込んでいます。

【企業債について】
 ・令和5年度以降の更新事業の実施に当たっては、企業債発行額を最小限に抑制することにより、企業債残高の更なる削減を目指します。
 ・計画期間中に、合計19,100千円の借入をしますが、同期間中に335,779千円の償還をするため、計画終期（令和11年度）の企業債残高は
 　37,156千円となり、これは、令和元年度末残高（277,344千円）に対し、240,188千円、86.6％の減となります。

【基準外繰入金について】
 ・最適整備構想に基づく国庫補助金の確保と、企業債発行額の抑制の効果により、使用料改定を実施しなかったとしても、令和10年度頃には元
 　利償還金の減少とともに基準外繰入金も減少し、計画期間終期の令和11年度には21,582千円になります。
 ・ただし、依然として基準外繰入金に依存している状況に変わりはないため、使用料改定により、少しでもその規模の縮小を図る必要があります。
 　使用料改定を実施した場合、令和11年度の基準外繰入金は20,672千円となり、使用料改定を実施しなかった場合と比べ、△910千円、△4.2％
 　縮小できます。
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③収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②今後の財源についての考え方・検討状況

③投資以外の経費についての考え方・検討状況

その他の取組

委託費に関する事項

その他の取組

職員給与費に関する事項

動力費に関する事項

薬品費に関する事項

修繕費に関する事項

　燃料費の高騰に伴う動力費の高騰については、社会全体の動向に注意しながら、経営状況を検討していくこ
とが必要です。

その他の取組
　今回の経営戦略計画期間後の令和12年度以降も、随時、施設の更新等を予定していますが、その際にも、
次期経営戦略の策定を通して、中長期的な視野に基づく計画的な経営に取り組み、戦略的な維持、修繕及び
改築を行っていくことが必要です。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、
指定管理者制度、PPP/PFIなど）

　料金関係業務以外の分野において、民間の資金・ノウハウ等の活用予定はありません。

広域化・共同化・最適化に
関する事項

　総務省等通知にもとづき、持続可能な下水道運営に向け、令和4年に県が策定した「広域化・共同化計
画」について、今後の取り組みや市の方針を示しました。

投資の平準化に関する事項 　令和元年度に策定した最適整備構想においては、目標耐用年数の再設定を行い、既存施設の長寿命化や、
改築と修繕を交えた更新基準の見直しにより、更新投資の低減を図りました。

資産活用による収入増加
の取組について

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　料金関係業務以外の分野において、民間の資金・ノウハウ等の活用予定はありません。

【委託料について】
 ・毎年業務量の変化しない委託業務については、令和4年度実績と同水準で推移するとしています。
 ・都度対応していくもの（下水管清掃等）、毎年変動するもの（汚泥の処分等）についても、計上額が比較的小額であることから、原則、令和4年
 　度実績と同水準で推移するとしています。

【修繕費について】
  ・①に掲げる更新計画をもとに、必要な更新と維持補修を適切に組み合わせ資産管理していくことを念頭に計画期間中の修繕計画を作成し、これ
　　をもとに経費計上しています。

【動力費について】
 ・２（２）で推計した年間総有収水量に、令和5年度から契約を開始する電気料金の単価を乗じて算出しています。
　（本事業の料金体系は人頭制のため、年間総有収水量＝年間総処理水量となります。）

【人件費について】
 ・職員1名分について、直近3ヵ年の平均で算出しています。

使用料の見直しに関する事項

（単位：千円／税抜き）

区　分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 合　計

西山処理区修繕費 894 643 643 643 643 643 643 643 5,395

南部処理区修繕費 1,858 161 151 2,891 2,891 2,891 2,891 3,028 3,262 3,262 23,286

その他修繕費 0

合　計 2,752 161 151 3,534 3,534 3,534 3,534 3,671 3,905 3,905 28,681
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５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　今後はＰＤＣＡサイクルにより上記の取組みに対する進捗状況を確認し、計画との乖離が著しい場合には
その原因調査と対策を図ります。また、公営企業等審議会を通じて使用料水準や投資・財政計画の妥当性を
評価し、経営戦略の充実を図ります。

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

【第1回改定（令和元年度）の概要】

　　本市水道部所管の他事業（水道事業等）の経営戦略の策定に併せて、令和2年度以降を法適用企業として
　のものに変換のうえ時点修正（最新化）するとともに、本格的な経営健全化策として使用料改定を盛り込ん
　だものに改定しました。
　　また、改定に際して、水道事業等の経営戦略計画期間（令和2～11年度）と終期を揃え、計画期間を平成
　29～令和11年度の13ヵ年に延長しています。

【第2回改定（令和5年度）の概要】

　　主に、次の5項目に重点を置いて、時点修正（最新化）を実施しました。
　　　1)　令和2年度の地方公営企業法の適用以降、現在に至るまでの実態（経理手法等）の反映
　　　2)　直近の動向から見る、最新の人口・世帯数・水需要等の動態予測を反映した料金・使用料収入の
　　　　再算定
　　　3)　今後の水需要等の減少傾向と、施設の更新需要の増加傾向を比較衡量の上、リスク分析に基づく
　　　　現有施設の有効活用・延命化も視野に入れた、建設改良計画の見直し
　　　4)　収支に関しては、令和4年度までの実績を加味した上で、物価上昇等を考慮した動力費（電気料金）
　　　　をはじめとする維持管理費の上昇傾向等の反映
　　　5)　上記全てを反映した上で、「事業の持続可能性」と「経営の健全性」を両立させるための経営健全
　　　　化策（支出抑制や使用料改定等）の再検討

　　なお、使用料改定に関し、改定前の経営戦略においては、令和2年4月を1回目として、その3年後の令和5
　年4月に2回目、その3年後の令和8年4月に3回目の使用料改定を実施することとしていましたが、昨今の原油
　価格などの物価の高騰に伴う市民生活の負担増を鑑み、2回目以降の使用料改定に関しては、当分の間延期
　します。
　　ただし、経営戦略の計画期間内に、本事業が「経営の基本方針」に掲げる目標（基準外繰入金の削減）を
　達成するためには、計画の最終年度である令和11年度までに予定している使用料改定を実施することが不可
　欠であり、当初の予定通り2回に分けて実施するとした場合、最大限延期したとしても、令和8年4月に2回
　目、その3年後の令和11年4月に3回目の使用料改定を実施する必要がありますので、その時点での状況次第
　ではありますが、ひとまず、今回改定いたします経営戦略においては、その旨を反映しています。
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型

社
会

の
進

行
に

よ
る

水
需

要
の

低
下

等
に

起
因

す
る

有
収

水
量

の
減

少
は

、
施

設
利

用
率

の
低

下
の

一
因

で
も

あ
り

、
類

似
団

体
と

比
べ

劣
位

と
な

っ
て

い
る

。
最

大
稼

働
率

も
4
9
％

と
半

分
程

度
の

能
力

し
か

使
用

し
て

い
な

い
状

況
で

あ
る

。
施

設
別

で
は

、
南

部
浄

化
セ

ン
タ

ー
が

利
用

率
3
8
％

、
西

山
浄

化
セ

ン
タ

ー
が

40
％

で
あ

り
、

ど
ち

ら
も

類
似

団
体

と
比

較
し

て
劣

位
と

な
っ

て
い

る
。

　
水

洗
化

率
は

、
類

似
団

体
と

比
較

し
て

優
位

で
あ

る
が

、
整

備
完

了
済

み
で

あ
る

た
め

、
更

な
る

普
及

活
動

の
実

施
に

よ
り

、
水

洗
化

率
の

向
上

を
目

指
す

。

資
金

不
足

比
率

(
％

)

-
76

.8
9

0.
62

10
0.

00
4,

72
0

自
己

資
本

構
成

比
率

(
％

)
普

及
率

(
％

)
有

収
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)

15
9,

89
4

処
理

区
域

内
人

口
(
人

)

20
6.

57
77

4.
04

■
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）
法

適
用

下
水

道
事

業
農
業

集
落
排

水
F2

非
設

置

経
営

比
較

分
析

表
（

令
和

3
年

度
決

算
）

岐
阜

県
　

大
垣

市

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
管

理
者

の
情

報
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

グ
ラ

フ
凡

例

0.
00

0.
05

0.
10

0.
15

0.
20

0.
25

0.
30

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
0.
00

0.
00

平
均
値

-
-

-
0.
25

0.
05

0.
00

20
.0
0

40
.0
0

60
.0
0

80
.0
0

10
0.
00

12
0.
0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
10
4.
7
1

10
0.
0
0

平
均

値
-

-
-

10
6.
3
7

10
6.
0
7

0.
00

5.
00

10
.0
0

15
.0
0

20
.0
0

25
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

3.
90

7.
24

平
均

値
-

-
-

20
.3
4

21
.8
5

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
0.
00

0.
00

平
均
値

-
-

-
0.
00

0.
00

①
経

常
収
支

比
率

(
％

)

0.
00

20
.0
0

40
.0
0

60
.0
0

80
.0
0

10
0.
00

12
0.
0
0

14
0.
0
0

16
0.
0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
0.
00

0.
00

平
均
値

-
-

-
13
9.
0
2

13
2.
0
4

0.
00

5.
00

10
.0
0

15
.0
0

20
.0
0

25
.0
0

30
.0
0

35
.0
0

40
.0
0

45
.0
0

50
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
37
.7
6

44
.6
5

平
均
値

-
-

-
29
.1
3

35
.6
9

0.
00

10
0.
0
0

20
0.
0
0

30
0.
0
0

40
0.
0
0

50
0.
00

60
0.
0
0

70
0.
0
0

80
0.
0
0

90
0.
0
0

1,
00
0
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
0.
00

0.
00

平
均

値
-

-
-

86
7.
8
3

79
1.
7
6

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

62
.2
8

69
.5
5

平
均

値
-

-
-

57
.0
8

56
.2
6

0.
00

50
.0
0

10
0.
0
0

15
0.
00

20
0.
0
0

25
0.
00

30
0.
0
0

35
0.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
31
8.
6
2

29
1.
5
3

平
均
値

-
-

-
27
4.
9
9

28
2.
0
9

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
39
.2
7

38
.1
7

平
均
値

-
-

-
54
.8
3

66
.5
3

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

90
.0
0

10
0.
0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

89
.5
0

89
.0
9

平
均

値
-

-
-

84
.7
0

84
.6
7

②
累
積

欠
損
金
比

率
(
％

)
③
流
動
比
率

(
％

)
④

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模

比
率

(％
)

⑤
経

費
回

収
率

(％
)

⑥
汚
水

処
理
原
価

(
円

)
⑦
施
設
利
用
率

(％
)

⑧
水

洗
化

率
(％

)

①
有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
率

(％
)

②
管
渠
老
朽
化
率
(
％
)

③
管
渠
改
善
率
(％

)

【
1
04
.1
6】

【
12
8.
23

】
【
3
4.

77
】

【
7
86
.3
7
】

【
8
6
.
9
1】

【
6
1.

14
】

【
25
6.
97

】
【

60
.6
5
】

【
2
4.
95
】

【
0
.0
0】

【
0
.0
3
】
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様
式
第
2
号
（
法
非
適
用
企
業
）

投
資

・財
政

計
画

（収
支

計
画

）
（
単

位
：
千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

区
分

1
(
A)

66
,2

72
66

,7
86

67
,1

29
67

,5
40

69
,5

37

（
１
）

(
B)

18
,1

70
19

,6
11

19
,6

83
19

,5
47

19
,4

73

ア
18

,1
60

19
,6

04
19

,6
77

19
,5

36
19

,4
70

イ
(
C)

ウ
10

7
6

11
3

（
２
）

48
,1

02
47

,1
75

47
,4

46
47

,9
93

50
,0

64

ア
48

,1
02

47
,1

71
47

,4
42

47
,9

89
50

,0
61

イ
4

4
4

3

２
(
D)

42
,4

93
42

,2
74

42
,1

31
42

,3
97

43
,4

61

（
１
）

33
,5

08
33

,6
96

33
,9

12
34

,5
90

36
,2

12

ア
5,

56
5

5,
81

0
6,

07
3

6,
23

1
6,

33
4

イ
27

,9
43

27
,8

86
27

,8
39

28
,3

59
29

,8
78

（
２
）

8,
98

5
8,

57
8

8,
21

9
7,

80
7

7,
24

9

ア
7,

60
1

7,
12

6
6,

64
1

6,
14

5
5,

63
9

イ
1,

38
4

1,
45

2
1,

57
8

1,
66

2
1,

61
0

３
(
E)

23
,7

79
24

,5
12

24
,9

98
25

,1
43

26
,0

76

1
(
F)

37
0

10
0

10
0

4,
25

1
3,

25
2

（
１
）

（
２
）

10
0

10
0

29
6

19
4

（
３
）

（
４
）

（
５
）

3,
60

5
3,

05
8

（
６
）

37
0

35
0

（
７
）

２
(
G)

24
,1

49
24

,6
12

25
,0

98
29

,3
94

29
,2

52

（
１
）

11
2

10
0

10
0

3,
90

1
3,

25
2

（
２
）

(
H)

24
,0

37
24

,5
12

24
,9

98
25

,4
93

26
,0

00

（
３
）

（
４
）

（
５
）

３
(
I)

△
 2

3,
7
79

△
 2

4,
51

2
△

 2
4,

99
8

△
 2

5,
14

3
△

 2
6,

00
0

(A
)-
(D
)

資 　 本 　 的 　 収 　 支

資 本 的 収 入

資
本

的
収

入
地

方
債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債
他

会
計

補
助

金
他

会
計

借
入

金
固

定
資

産
売

却
代

金
国

（
都

道
府

県
）

補
助

金
工

事
負

担
金

そ
の

他

資 本 的 支 出

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

う
ち

職
員

給
与

費
地

方
債

償
還

金
他

会
計

長
期

借
入

金
返

還
金

他
会

計
へ

の
繰

出
金

そ
の

他
収

支
差

引
(F
)-
(G
)

収 　 益 　 的 　 収 　 支

収 益 的 収 入

総
収

益

営
業

収
益

料
金

収
入

受
託

工
事

収
益

そ
の

他
営

業
外

収
益

他
会

計
繰

入
金

そ
の

他

収 益 的 支 出

総
費

用
営

業
費

用
職

員
給

与
費

う
ち

退
職

手
当

そ
の

他
営

業
外

費
用

支
払

利
息

う
ち

一
時

借
入

金
利

息
そ

の
他

収
支

差
引

H
27

（
決

算
）

H
28

（決
算

）
H

29
（決

算
）

H
30

（決
算

）
R

元
（決

算
）

25



様
式
第
2
号
（
法
非
適
用
企
業
）

投
資

・財
政

計
画

（収
支

計
画

）
（
単

位
：
千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

区
分

H
27

（
決

算
）

H
28

（決
算

）
H

29
（決

算
）

H
30

（決
算

）
R

元
（決

算
）

(
J)

76

(
K)
(
L)
(
M)
(
N)

76

(
O)

76

(
P)
(
Q)

(Q
)

(B
)-
(C
)

(A
)

(D
)+
(H
)

(S
)

18
,1

70
19

,6
11

19
,6

83
19

,5
47

19
,4

73

（T
)

(U
)

(V
)

18
,1

70
19

,6
11

19
,6

83
19

,5
47

19
,4

73

(W
)

(X
)

37
8,

34
7

35
3,

83
5

32
8,

83
7

30
3,

34
4

27
7,

34
4

○
他

会
計

繰
入

金
（
単

位
：
千

円
）

年
　

　
　

　
　

度

区
分

48
,1

02
47

,1
71

47
,4

42
47

,9
89

50
,0

61

33
,4

92
33

,7
40

33
,9

78
33

,6
34

34
,4

78

14
,6

10
13

,4
31

13
,4

64
14

,3
55

15
,5

83

10
0

10
0

29
6

19
4

10
0

10
0

10
0

18
0

19
6

14
48

,1
02

47
,2

71
47

,5
42

48
,2

85
50

,2
55

う
ち

基
準

外
繰

入
金

合
計

収
益

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

健
全

化
法

施
行

令
第

17
条

に
よ

り
算

定
し

た
事

業
の

規
模

健
全

化
法

第
2
2

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

不
足

比
率

(（
T
）/

（V
）×

10
0)

他
会

計
借

入
金

残
高

地
方

債
残

高

H
27

（
決

算
）

H
28

（決
算

）
H

29
（決

算
）

H
30

（決
算

）
R

元
（決

算
）

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(B

)-
(C

)

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
((

R
)/

(S
)×

10
0)

健
全

化
法

施
行

令
第

16
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額
健

全
化

法
施

行
規

則
第

６
条

に
規

定
す

る
解

消
可

能
資

金
不

足
額

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
6

条
第

１
項

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額
(R

)

10
0.

0
99

.5
10

0.
1

収
益

的
収

支
比

率
（

×
10
0

）
99

.6
10

0.
0

赤
字

比
率

（
×
10
0

）

収
支

再
差

引
(E
)+
(I
)

積
立

金
前

年
度

か
ら

の
繰

越
金

前
年

度
繰

上
充

用
金

形
式

収
支

(J
)-
(K
)+
(L
)-
(M
)

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源

実
質

収
支

黒
字

(N
)-
(O
)

赤
字
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様
式

第
2
号

（
法

適
用

企
業

・
収

益
的

収
支

）

投
資

・
財

政
計

画
（
収

支
計

画
）

（
単

位
：
千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

区
　

　
　

　
　

　
分

１
．

(A
)

1
8
,0

1
7

1
7
,9

4
5

1
7
,5

1
7

1
7
,1

1
0

1
6
,7

3
4

1
6
,4

4
3

1
6
,5

2
7

1
6
,2

1
0

1
5
,7

9
1

1
5
,7

6
4

(1
)

1
8
,0

1
3

1
7
,9

4
1

1
7
,5

1
4

1
7
,1

0
6

1
6
,7

3
1

1
6
,4

4
0

1
6
,5

2
3

1
6
,2

0
7

1
5
,7

8
8

1
5
,7

6
1

(2
)

(B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(3
)

4
4

3
4

3
3

4
3

3
3

２
．

6
4
,0

9
7

4
9
,8

3
7

4
8
,1

9
5

5
7
,4

0
8

4
8
,9

7
6

4
7
,1

4
8

4
6
,3

4
0

4
5
,8

5
5

4
5
,5

5
5

4
5
,5

9
3

(1
)

1
4
,4

4
5

7
,2

9
6

4
,8

8
7

1
3
,4

6
7

1
2
,8

3
5

1
2
,5

1
7

1
2
,4

5
1

1
2
,7

0
7

1
3
,0

1
6

1
3
,5

9
5

1
4
,4

4
5

7
,2

9
6

4
,8

8
7

1
3
,4

6
7

1
2
,8

3
5

1
2
,5

1
7

1
2
,4

5
1

1
2
,7

0
7

1
3
,0

1
6

1
3
,5

9
5

0
0

0
0
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供用開始年月日 平 成 9 年 4 月 1 日

処理区域内人口 962人

自 令 和 2 年 4 月
至 令 和 7 年 3 月

（5年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

17,514 17,461 17,461

0 0 0

2 3 3

17,516 17,464 0 17,464

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 411 0 411

0 3 0 3

0 14 0 14

1,031 1,040 0 1,040

806 747 0 747

1,837 2,215 0 2,215

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

3,185 2,647 0 2,647

151 1,615 0 1,615

0 0 0 0

251 245 0 245

12,847 13,004 487 12,517

302 274 125 149

16,736 17,785 612 17,173

給 料 2,486 3,220 0 3,220

諸 手 当 1,193 1,621 0 1,621

福 利 費 839 890 0 890

0 0 0 0

591 596 0 596

554 1,070 0 1,070

5,663 7,397 0 7,397

小 計

一
 
般
 
管
 
理
 
費

人
件
費

流域下水道管理運営費負担金

委 託 料

そ の 他

小 計

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

項 目
金　　　　　　　　額

原価計算表

計算期間

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額

使 用 料 (X)

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部
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4,056 4,055 4,055 0

36,160 36,732 36,732 0

454 1,088 1,088 0

40,670 41,875 41,875 0

64,906 69,272 42,487 26,785

115

26,900

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 64.9%

＜使用料水準についての説明＞

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

　収支計画における算定期間では、使用料収入以外の繰入金等の営業外収益により、収支は黒字が見込まれていますが、上記算定の結果、使用
料では対象経費の64.9％しか賄えておらず、補てんする財源のほとんどを基準外繰入金に依存している状況です。

　本経営戦略でお示ししたとおり、本事業は従前より多額の基準外繰入金に依存している状況であるうえ、上石津地域の急激な人口減少による使
用料収入の減少により、その規模は今後ますます大きくなることが確実であるため、使用料改定により、少しでも基準外繰入金の削減を図る必要が
あります。そのため、段階的な使用料改定として、令和8年4月及び令和11年4月の計2回、それぞれ＋3.0％（合計で6.1％）の使用料改定を実施する
予定です。

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本
を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下
水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

小 計

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費

30



１．事業概要

（１）事業の現況

①施設

②使用料

②使用料

１（平井処理場）

供用開始年度
(供用開始後年数)

平成15年度
(20年経過)

法適（全部適用・一部適用）
非適の区分 地方公営企業法全部適用

年度

月

策 定 日 ： 平成 29 年 3 月

年度

団 体 名 ：

令和2年度

条例上の使用料*2
（２０㎥あたり・税込）
※過去３年度分を記載

実質的な使用料*3
（２０㎥あたり・税込）
※過去３年度分を記載

条例上の使用料とは、一般家庭における20㎥あたりの使用料をいう。

実質的な使用料とは、使用料収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。*3

大垣市

事 業 名 ：

改 定 日 ：

計 画 期 間 ：

大垣市小規模集合排水処理事業

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

無

無

処理場数

１（平井処理区）

大垣市小規模集合排水処理事業経営戦略

令和4年度

令和3年度

令和2年度

4,720円

4,720円

4,720円 2,842円

3,414円

3,041円

処理区数

令和

処理区域内人口密度
(令和5年3月31日現在)

19.0人/ha

*1

令和4年度

令和3年度

5 年 12

流域下水道等への接続の
有無

平成 29

水道使用量1㎥あたり112円

令和 11

「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の
一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合
を伴わない。）を指す。

～

*2

基本使用料 加算使用料

2,262円
1人から5人まで世帯1人当たり･･･677円

6人以上1人増すごとに･･･339円

一般家庭用使用料体系の
概要・考え方

（1か月分/税抜）

業務用使用料体系の
概要・考え方

（1か月分/税抜）

その他の使用料体系の
概要・考え方

検針・請求は2か月に一度行い、請求額は10円未満切捨て。

基本使用料 加算使用料

3,393円
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③組織

＜組織体制＞

＜職員数・年齢構成等＞ （単位：人）

（２）民間活力の活用等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析　：　 別　紙　の　と　お　り

２．将来の事業環境

（１）処理区域内人口・世帯数及び水洗化人口・世帯数の予測

合計 10 22 19 10 61

3 6 5 2 16

　～30歳 1 0 3 0 4

区分 企画経営課 水道課 下水道課 浄化センター 合　計

61歳～　 0 3 0 1 4

民間活用の状況

ア 民間委託（包括的民間委託を含む）

イ 指定管理者制度

ウ PPP・PFI

　料金関係業務全般を、水道事業に委託し、スケールメリットを生
かした経費節減を図っていますが、受託先の水道事業においては、
窓口・検針・開閉栓・徴収・滞納整理業務等を民間に委託し、人件
費の削減を図るとともに、民間のノウハウを活用しています。

無

無

5 25

41～50歳 4 3 3 2 12

31～40歳

ア エネルギー利用*4（下水熱・下水汚泥・発電等）

イ 土地・施設等利用*5（未利用土地・施設の活用等）

無

無

「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。

「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

① 推計にあたっての基本方針
　・行政区域内人口について、大垣市人口ビジョンに示される目標数値を基本に、より厳しく見積もった数値（「国立社会保障・人口問題研究所」
　　による大垣市の人口推計（H30.3月）及び岐阜県の世帯数推計（H31.4月）をもとに、直近の実績を加味した独自の推計値）を用いました。
② 推計結果
　・令和11年度末時点で市全体の人口を152,036人（令和元年度末比 △9,087人、△5.6％）と見込みました。なお、近年の実績を鑑み、上石津地域は
　　大垣・墨俣地域と比較してより急速に人口減少していくものとし、令和11年度末時点で4,308人（令和元年度末比 △1,031人、△19.3％）と見込
　　みました。
　・令和11年度末時点で市全体の世帯数を70,556戸（令和元年度末比 ＋3,466戸、＋5.2％）と見込みました。なお、上石津地域は、令和11年度末時点
　　で1,818戸（令和元年度末比 △191戸、△9.5％）と見込みました。
　・上石津地域は、普及率がほぼ100％であるため、上記の行政区域内人口・世帯数＝処理区域内人口・世帯数とし、この見込みをもとに水洗化人口
　　・世帯数を算出しています。
　・結果、令和11年度末の水洗化人口は33人（令和元年度末比 △9人、△21.4％）、水洗化世帯数は14戸（令和元年度末比 △1戸、△6.7％）
　　と見込みました。
　・令和4年度までの実績をもとに、水洗化人口及び世帯数の推計を見直した結果、令和11年度までの水洗化世帯数の推移は概ね当初計画値と同程度
　　（当初計画令和元年度末比：△0世帯 → 改定計画令和元年度末比：△1世帯）となりましたが、水洗化人口は令和4年度までの実績値が当初計画
　　値を下回っている（R4当初計画値：42人 → R4実績値：38人、△4人、△9.5％）こともあり、令和5年度以降の計画値を、近年の人口減少傾向も
　　加味し、相応に下方修正（R11当初計画値：42人 → R11改定計画値：33人、△9人、△21.4％）しています。

*4

*5

　ただし、最新のものとして、令和3年度決算分となります。

資産活用の状況

51～60歳 2 10 8

企画経営課  上水道経理、下水道経理、料金

水道課  配水設備、施設整備、維持改良

水道部

下水道課  計画、管路整備、施設管理、維持管理、排水設備、普及

浄化センター  運転管理、施設管理
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（２）有収水量の予測

（３）使用料収入の見通し

（４）施設の見通し

（５）組織の見通し

（６）元利償還金、基準外繰入金の見通し

 ・（１）で求めた水洗化人口・世帯数に、処理区ごとの令和3,4度平均一人当たり年間有収水量を乗じて、年間総有収水量を推計しました。
 ・結果、令和11年度の年間総有収水量を4,322㎥（令和元年度比 △309㎥、△7.1％）と見込みました。
 ・なお、当初計画と比較した場合、一人当たり年間有収水量の減少により、令和5年度以降の計画値を下方修正（R11当初計画値：5,618㎥ →
   R11改定計画値：4,322㎥、△1,296㎥、△23.1％）しています。

 ・本事業の料金体系は人頭制のため、（１）で求めた水洗化人口・世帯数をもとに使用料収入の見通しを立てています。
 ・結果、令和11年度の使用料収入は、648千円（税抜き、令和元年度比 △70千円、△9.8％）となりました。
 ・平成28年度に平均改定率9.8％、令和2年度に平均改定率3.0％の使用料改定を実施しているものの、上石津地域の人口減少の影響
　 で使用料収入は徐々に減少していき、令和3年度にピークを迎えた後は令和11年度までに15%程度減少することが予想されます。

 ・平井処理場は、平成15年5月に供用を開始していますが、施設が小規模なうえ比較的新しいため、現時点で大きな改良の必要はありません。

 ・水道部所管事業のうち水道事業以外の5事業が、令和2年4月に地方公営企業法を全部適用し法適用企業となることを機に、より効率的で機能的な
　 業務体制の確立を図るため、水道課所管であった上下水道の経理、料金の事務を担う企画経営課を設置しました。

 ・過去の企業債の借入に伴う元利償還金は、計画期間を通して2,620千円で推移します。
 ・本事業は、従前より事業費の大半を一般会計繰入金で賄っている状況であり、基準外繰入金も使用料収入以上の規模となっています。
 ・なおかつ、法適用後の令和2年度以降は、分流式下水道等に要する経費の算定方法が法適用に伴い変更され、資本費が元金ベースから減価償却費
 　ベースになったことにより基準内繰入金が減少し、結果、基準外繰入金が増加しています。
 ・また、令和6年度以降は、平井処理場の減価償却がほぼ完了することにより、基準内繰入金（分流式下水道等に要する経費）が減少するため、
 　ここでも、基準外繰入金が増加します。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①収支計画のうち投資についての説明

 　大垣市小規模集合排水処理事業は、河川等の水質悪化を防止し、上石津地域の豊かな自然環境を維持するため、長期的な視野に立って、徹底した
 経営の効率化・健全化に取り組んでいきます。
   ただし、本事業は、従前より多額の基準外繰入金に依存している状況であるうえ、上石津地域の急激な人口減少による使用料収入の減少により、
 その規模は今後ますます大きくなることが確実であるため、基準外繰入金削減のための使用料改定を実施します。
　 具体的には、令和2年4月の使用料改定（＋3.0％）に引き続き、令和8年度4月及び令和11年度4月の計2回、それぞれ＋3.0％（合計で＋6.1％）の
 使用料改定を実施することを基本方針とします。

目標
 　施設が小規模なうえ比較的新しいため、現時点で大きな改良の必要はありませんが、今後とも長期的な視野
 に立って、徹底した経営の効率化・健全化に取り組んでいきます。
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②収支計画のうち財源についての説明

目標

 　本事業は、従前より事業費の大半を一般会計繰入金で賄っている状況であるため、基準外繰入金削減のための
 使用料改定を実施します。
 　具体的には、令和2年4月の使用料改定（＋3.0％）に引き続き、令和8年4月及び令和11年4月の計2回、それぞれ
 ＋3.0％（合計で＋6.1％）の使用料改定を実施することを基本方針とします。

【使用料について】
 ・本事業は、従前より事業費の大半を一般会計繰入金で賄っている状況であるうえ、上石津地域の急激な人口減少による使用料収入の減少により、
　 その規模は今後ますます大きくなることが確実であるため、使用料改定により、少しでも基準外繰入金の削減を図る必要があります。
 ・よって、令和2年4月の使用料改定（＋3.0％）に引き続き、令和8年4月及び令和11年4月の計2回、それぞれ＋3.0％（合計で＋6.1％）の使用料改定を
　 実施することを基本方針とします。

【企業債について】
 ・本計画期間中は大きな改良は発生しない見込みですので、新規借り入れの予定はありません。
 ・なお、計画期間中に30,416千円の償還をするため、計画終期（令和11年度）の企業債残高は7,454千円となり、これは、令和元年度末残高
 　（31,261千円）に対し、23,807千円、76.2％の減となります。

【基準外繰入金について】
 ・本事業は、従来より事業費の大半を一般会計繰入金で賄っている状況であり、基準外繰入金も使用料収入以上の規模となっています。
 ・使用料改定を実施しなかった場合、計画期間終期の令和11年度の基準外繰入金は2,879千円の見込みであり、使用料改定により、少しでもその
 　規模の縮小を図る必要があります。
 ・使用料改定を実施した場合、令和11年度の基準外繰入金は2,829千円となり、使用料改定を実施しなかった場合と比べ、△50千円、△1.7％縮
 　小できます。
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③収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②今後の財源についての考え方・検討状況

③投資以外の経費についての考え方・検討状況

委託費に関する事項

その他の取組

職員給与費に関する事項

動力費に関する事項

薬品費に関する事項

修繕費に関する事項

　燃料費の高騰に伴う動力費の高騰については、社会全体の動向に注意しながら、経営状況を検討していくこ
とが必要です。

その他の取組
　今回の経営戦略計画期間後の令和12年度以降は、一部、耐用年数の短い機械・電気設備の更新等が必要に
なる見込みですが、その際には、次期経営戦略の策定を通して、中長期的な視野に基づく計画的な経営に
取り組み、戦略的な維持、修繕及び改築を行っていくことが必要です。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、
指定管理者制度、PPP/PFIなど）

　料金関係業務以外の分野において、民間の資金・ノウハウ等の活用予定はありません。

広域化・共同化・最適化に
関する事項

　総務省等通知にもとづき、持続可能な下水道運営に向け、令和4年に県が策定した「広域化・共同化計
画」について、今後の取り組みや市の方針を示しました。

投資の平準化に関する事項

その他の取組

資産活用による収入増加
の取組について

使用料の見直しに関する事項

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　料金関係業務以外の分野において、民間の資金・ノウハウ等の活用予定はありません。

【委託料について】
 ・毎年業務量の変化しない委託業務については、令和4年度実績と同水準で推移するとしています。
 ・都度対応していくもの（下水管清掃等）、毎年変動するもの（汚泥の処分等）についても、計上額が比較的小額であることから、原則、令和4年
 　度実績と同水準で推移するとしています。

【修繕費について】
  ・必要な更新と維持補修を適切に組み合わせ資産管理していくことを念頭に計画期間中の修繕計画を作成し、これをもとに経費計上しています。

【動力費について】
 ・２（２）で推計した年間総有収水量に、令和2年度から令和4年度までの実績単価の平均を乗じて計上しています。
　（本事業の料金体系は人頭制のため、年間総有収水量＝年間総処理水量となります。）

【人件費について】
 ・本事業に職員給与費の計上はありません。

（単位：千円／税抜き）

区　分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 合　計

平井処理区修繕費 981 981 1,042 981 981 1,042 981 6,989

その他修繕費

合　計 0 0 0 981 981 1,042 981 981 1,042 981 6,989
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５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　今後はＰＤＣＡサイクルにより上記の取組みに対する進捗状況を確認し、計画との乖離が著しい場合には
その原因調査と対策を図ります。また、公営企業等審議会を通じて使用料水準や投資・財政計画の妥当性を
評価し、経営戦略の充実を図ります。

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

【第1回改定（令和元年度）の概要】

　　本市水道部所管の他事業（水道事業等）の経営戦略の策定に併せて、令和2年度以降を法適用企業として
　のものに変換のうえ時点修正（最新化）するとともに、本格的な経営健全化策として使用料改定を盛り込ん
　だものに改定しました。
　　また、改定に際して、水道事業等の経営戦略計画期間（令和2～11年度）と終期を揃え、計画期間を平成
　29～令和11年度の13ヵ年に延長しています。

【第2回改定（令和5年度）の概要】

　　主に、次の5項目に重点を置いて、時点修正（最新化）を実施しました。
　　　1)　令和2年度の地方公営企業法の適用以降、現在に至るまでの実態（経理手法等）の反映
　　　2)　直近の動向から見る、最新の人口・世帯数・水需要等の動態予測を反映した料金・使用料収入の
　　　　再算定
　　　3)　今後の水需要等の減少傾向と、施設の更新需要の増加傾向を比較衡量の上、リスク分析に基づく
　　　　現有施設の有効活用・延命化も視野に入れた、建設改良計画の見直し
　　　4)　収支に関しては、令和4年度までの実績を加味した上で、物価上昇等を考慮した動力費（電気料金）
　　　　をはじめとする維持管理費の上昇傾向等の反映
　　　5)　上記全てを反映した上で、「事業の持続可能性」と「経営の健全性」を両立させるための経営健全
　　　　化策（支出抑制や使用料改定等）の再検討

　　なお、使用料改定に関し、改定前の経営戦略においては、令和2年4月を1回目として、その3年後の令和5
　年4月に2回目、その3年後の令和8年4月に3回目の使用料改定を実施することとしていましたが、昨今の原油
　価格などの物価の高騰に伴う市民生活の負担増を鑑み、2回目以降の使用料改定に関しては、当分の間延期
　します。
　　ただし、経営戦略の計画期間内に、本事業が「経営の基本方針」に掲げる目標（基準外繰入金の削減）を
　達成するためには、計画の最終年度である令和11年度までに予定している使用料改定を実施することが不可
　欠であり、当初の予定通り2回に分けて実施するとした場合、最大限延期したとしても、令和8年4月に2回
　目、その3年後の令和11年4月に3回目の使用料改定を実施する必要がありますので、その時点での状況次第
　ではありますが、ひとまず、今回改定いたします経営戦略においては、その旨を反映しています。
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0.
00

平
均

値
-

-
-

1,
64
0
.1
6

1,
52
1
.0
5

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

44
.7
6

48
.4
8

平
均

値
-

-
-

38
.2
7

37
.5
2

0.
00

10
0.
0
0

20
0.
00

30
0.
0
0

40
0.
0
0

50
0.
0
0

60
0.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
28
8.
4
3

28
5.
0
5

平
均
値

-
-

-
48
6.
7
7

50
2.
1
0

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
68
.1
8

68
.1
8

平
均
値

-
-

-
34
.7
0

46
.8
3

0.
00

20
.0
0

40
.0
0

60
.0
0

80
.0
0

10
0.
0
0

12
0.
0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

10
0.
0
0

10
0.
0
0

平
均

値
-

-
-

90
.0
4

90
.5
8

②
累
積

欠
損
金
比

率
(
％

)
③
流
動
比
率

(
％

)
④

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模

比
率

(％
)

⑤
経

費
回

収
率

(％
)

⑥
汚
水

処
理
原
価

(
円

)
⑦
施
設
利
用
率

(％
)

⑧
水

洗
化

率
(％

)

①
有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
率

(％
)

②
管
渠
老
朽
化
率
(
％
)

③
管
渠
改
善
率
(％

)

【
98
.1
2
】

【
73
6.
54

】
【
9
1.

53
】

【
1
,5
22
.0
1
】

【
9
0
.
4
2】

【
4
6.

97
】

【
49
7.
52

】
【

37
.7
9
】

【
3
1.
92
】

【
0
.0
0】

【
0
.0
0
】
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様
式
第
2
号
（
法
非
適
用
企
業
）

投
資

・財
政

計
画

（収
支

計
画

）
（
単

位
：
千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

区
分

1
(
A)

3,
91

2
3,

35
5

3,
77

7
4,

80
5

3,
48

0

（
１
）

(
B)

75
8

81
3

78
4

78
6

78
6

ア
75

7
81

2
78

3
78

5
78

5

イ
(
C)

ウ
1

1
1

1
1

（
２
）

3,
15

4
2,

54
2

2,
99

3
4,

01
9

2,
69

4

ア
3,

15
4

2,
54

2
2,

99
3

4,
01

9
2,

69
4

イ
２

(
D)

2,
78

3
2,

21
3

2,
62

1
3,

63
5

2,
29

4

（
１
）

2,
28

9
1,

74
4

2,
17

8
3,

21
7

1,
90

3

ア イ
2,

28
9

1,
74

4
2,

17
8

3,
21

7
1,

90
3

（
２
）

49
4

46
9

44
3

41
8

39
1

ア
49

4
46

9
44

3
41

8
39

1

イ
３

(
E)

1,
12

9
1,

14
2

1,
15

6
1,

17
0

1,
18

6

1
(
F)

99
7

1,
00

9
1,

12
1

1,
03

3
1,

08
2

（
１
）

（
２
）

99
7

1,
00

9
1,

12
1

1,
03

3
1,

08
2

（
３
）

（
４
）

（
５
）

（
６
）

（
７
）

２
(
G)

2,
12

6
2,

15
1

2,
27

7
2,

20
3

2,
26

5

（
１
）

10
0

36

（
２
）

(
H)

2,
12

6
2,

15
1

2,
17

7
2,

20
3

2,
22

9

（
３
）

（
４
）

（
５
）

３
(
I)

△
 1

,1
29

△
 1

,1
42

△
 1

,1
56

△
 1

,1
70

△
 1

,1
83

H
27

（
決

算
）

H
28

（決
算

）
H

29
（決

算
）

H
30

（決
算

）
R

元
（決

算
）

そ
の

他
営

業
外

収
益

資 　 本 　 的 　 収 　 支

資 本 的 収 入

資
本

的
収

入
地

方
債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債
他

会
計

補
助

金
他

会
計

借
入

金
固

定
資

産
売

却
代

金

収 益 的 支 出

総
費

用
営

業
費

用
職

員
給

与
費

う
ち

退
職

手
当

そ
の

他
営

業
外

費
用

支
払

利
息

う
ち

一
時

借
入

金
利

息
そ

の
他

収 　 益 　 的 　 収 　 支

収 益 的 収 入

総
収

益

営
業

収
益

料
金

収
入

受
託

工
事

収
益

資 本 的 支 出

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

う
ち

職
員

給
与

費
地

方
債

償
還

金
他

会
計

長
期

借
入

金
返

還
金

他
会

計
へ

の
繰

出
金

収
支

差
引

(A
)-
(D
)

そ
の

他

他
会

計
繰

入
金

そ
の

他

収
支

差
引

(F
)-
(G
)

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

工
事

負
担

金
そ

の
他
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様
式
第
2
号
（
法
非
適
用
企
業
）

投
資

・財
政

計
画

（収
支

計
画

）
（
単

位
：
千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

区
分

H
27

（
決

算
）

H
28

（決
算

）
H

29
（決

算
）

H
30

（決
算

）
R

元
（決

算
）

(
J)

3

(
K)
(
L)
(
M)
(
N)

3

(
O)

3

(
P)
(
Q)

(Q
)

(B
)-
(C
)

(A
)

(D
)+
(H
)

(S
)

75
8

81
3

78
4

78
6

78
6

（T
)

(U
)

(V
)

75
8

81
3

78
4

78
6

78
6

(W
)

(X
)

40
,0

21
37

,8
70

35
,6

93
33

,4
90

31
,2

61

○
他

会
計

繰
入

金
（
単

位
：
千

円
）

年
　

　
　

　
　

度

区
分

3,
15

4
2,

54
2

2,
99

3
4,

01
9

2,
69

4

1,
62

3
1,

61
1

1,
59

9
1,

58
7

1,
57

4

1,
53

1
93

1
1,

39
4

2,
43

2
1,

12
0

99
7

1,
00

9
1,

12
1

1,
03

3
1,

08
2

99
7

1,
00

9
1,

12
1

1,
03

3
1,

08
2

4,
15

1
3,

55
1

4,
11

4
5,

05
2

3,
77

6

収
支

再
差

引
(E
)+
(I
)

積
立

金
前

年
度

か
ら

の
繰

越
金

前
年

度
繰

上
充

用
金

形
式

収
支

(J
)-
(K
)+
(L
)-
(M
)

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源

実
質

収
支

黒
字

(N
)-
(O
)

赤
字

収
益

的
収

支
比

率
（

×
10
0

）
79

.7
76

.9

赤
字

比
率

（
×
10
0

）

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
6

条
第

１
項

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額
(R

)

78
.7

82
.3

76
.9

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(B

)-
(C

)

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
((

R
)/

(S
)×

10
0)

地
方

債
残

高

H
27

（
決

算
）

H
28

（決
算

）
H

29
（決

算
）

H
30

（決
算

）
R

元
（決

算
）

健
全

化
法

施
行

令
第

16
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額
健

全
化

法
施

行
規

則
第

６
条

に
規

定
す

る
解

消
可

能
資

金
不

足
額

健
全

化
法

施
行

令
第

17
条

に
よ

り
算

定
し

た
事

業
の

規
模

健
全

化
法

第
2
2

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

不
足

比
率

(（
T
）/

（V
）×

10
0)

他
会

計
借

入
金

残
高

う
ち

基
準

外
繰

入
金

合
計

収
益

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金
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様
式

第
2
号

（
法

適
用

企
業

・
収

益
的

収
支

）

投
資

・
財

政
計

画
（
収

支
計

画
）

（
単

位
：
千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

区
　

　
　

　
　

　
分

１
．

(A
)

7
1
3

7
4
8

7
2
4

7
1
6

6
9
9

6
9
9

6
8
1

6
7
6

6
7
6

6
8
4

(1
)

7
1
3

7
4
8

7
2
4

7
1
5

6
9
9

6
9
9

6
8
1

6
7
6

6
7
6

6
8
4

(2
)

(B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(3
)

0
0

0
1

0
0

0
0

0
0

２
．

7
,8

1
0

2
,8

7
7

2
,6

4
9

3
,6

0
7

2
,8

2
0

2
,6

5
1

2
,6

0
2

2
,5

4
3

2
,5

6
8

2
,6

8
3

(1
)

3
,9

6
1

1
,5

5
7

1
,5

0
7

2
,4

9
3

2
,1

3
9

2
,1

1
5

2
,0

9
3

2
,0

6
5

2
,1

2
0

2
,2

6
3

3
,9

6
1

1
,5

5
7

1
,5

0
7

2
,4

9
3

2
,1

3
9

2
,1

1
5

2
,0

9
3

2
,0

6
5

2
,1

2
0

2
,2

6
3

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(2
)

1
3
8

1
2
0

1
1
9

1
1
9

9
6

8
9

8
9

8
9

8
8

8
9

(3
)

3
,7

1
1

1
,2

0
0

1
,0

2
3

9
9
5

5
8
5

4
4
7

4
2
0

3
8
9

3
6
0

3
3
1

(C
)

8
,5

2
3

3
,6

2
5

3
,3

7
3

4
,3

2
3

3
,5

1
9

3
,3

5
0

3
,2

8
3

3
,2

1
9

3
,2

4
4

3
,3

6
7

１
．

8
,1

5
6

3
,2

8
7

3
,0

6
3

4
,0

3
9

3
,2

5
8

3
,1

2
0

3
,0

7
8

3
,0

4
1

3
,1

0
4

3
,0

7
0

(1
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(2
)

1
,5

9
3

1
,5

4
2

1
,6

0
2

2
,5

7
8

2
,5

4
1

2
,6

1
5

2
,5

7
3

2
,5

3
6

2
,5

9
9

2
,5

6
5

1
6
0

1
6
2

2
2
1

1
7
8

1
7
9

1
9
1

1
7
6

1
7
5

1
7
6

1
7
0

0
0

0
9
8
1

9
8
1

1
,0

4
2

9
8
1

9
8
1

1
,0

4
2

9
8
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
,4

3
3

1
,3

8
0

1
,3

8
1

1
,4

1
9

1
,3

8
1

1
,3

8
2

1
,4

1
6

1
,3

8
0

1
,3

8
1

1
,4

1
4

(3
)

6
,5

6
3

1
,7

4
5

1
,4

6
1

1
,4

6
1

7
1
7

5
0
5

5
0
5

5
0
5

5
0
5

5
0
5

２
．

3
6
4

3
3
8

3
1
0

2
8
3

2
5
5

2
2
6

1
9
8

1
6
9

1
3
9

1
1
0

(1
)

3
6
4

3
3
8

3
1
0

2
8
3

2
5
5

2
2
6

1
9
8

1
6
9

1
3
9

1
1
0

(2
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(D
)

8
,5

2
0

3
,6

2
5

3
,3

7
3

4
,3

2
2

3
,5

1
3

3
,3

4
6

3
,2

7
6

3
,2

1
0

3
,2

4
3

3
,1

8
0

(E
)

3
0

0
1

6
4

7
9

1
1
8
7

(F
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(G
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(H
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

3
0

0
1

6
4

7
9

1
1
8
7

(I
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(J
)

6
,9

8
7

7
,5

7
1

7
,5

0
0

7
,8

0
3

7
,0

1
7

5
,9

8
8

4
,9

1
9

3
,8

5
1

2
,7

8
3

2
,4

2
0

9
9

9
2
7

2
7

2
7

2
6

2
6

2
6

2
6

(K
)

4
,1

2
5

4
,4

0
1

4
,3

2
8

4
,7

4
1

4
,7

9
3

4
,8

3
4

4
,8

4
5

4
,8

6
5

4
,9

1
7

4
,9

3
4

2
,2

8
2

2
,3

1
0

2
,3

3
7

2
,3

6
5

2
,3

9
4

2
,4

2
2

2
,4

5
1

2
,4

8
1

2
,5

1
0

2
,5

4
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

6
6
8

6
9
9

6
7
4

1
,0

8
1

1
,0

6
5

1
,0

9
6

1
,0

7
9

1
,0

6
4

1
,0

9
0

1
,0

7
6

( 
I 
)

(A
)-

(B
)

(L
)

(M
)

7
1
3

7
4
8

7
2
4

7
1
6

6
9
9

6
9
9

6
8
1

6
7
6

6
7
6

6
8
4

(N
)

(O
)

(P
)

7
1
3

7
4
8

7
2
4

7
1
6

6
9
9

6
9
9

6
8
1

6
7
6

6
7
6

6
8
4

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
2

(決
算

）
R

3
(決

算
）

R
4

(決
算

）
R

5
R

6

長
期

前
受

金
戻

入
そ

の
他

収
入

計

収 益 的 支 出

営
業

費
用

職
員

給
与

費
基

本
給

退
職

給
付

費
そ

の
他

経
費

収 益 的 収 入

営
業

収
益

料
金

収
入

受
託

工
事

収
益

そ
の

他
営

業
外

収
益

特
別

利
益

動
力

費
修

繕
費

材
料

費
そ

の
他

減
価

償
却

費
営

業
外

費
用

収 益 的 収 支

補
助

金
他

会
計

補
助

金
そ

の
他

補
助

金

支
払

利
息

そ
の

他
支

出
計

経
常

損
益

(C
)-

(D
)

う
ち

未
払

金

特
別

損
失

特
別

損
益

(F
)-

(G
)

当
年

度
純

利
益

（
又

は
純

損
失

）
(E

)+
(H

)
繰

越
利

益
剰

余
金

又
は

累
積

欠
損

金
流

動
資

産
う

ち
未

収
金

流
動

負
債

う
ち

建
設

改
良

費
分

う
ち

一
時

借
入

金

累
積

欠
損

金
比

率
（

×
1
0
0

）

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
(（

L
）
/
（
M

）
×

1
0
0
)

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
5

条
第

１
項

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(A

)-
(B

)

健
全

化
法

施
行

令
第

1
6

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

の
不

足
額

健
全

化
法

施
行

規
則

第
６

条
に

規
定

す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額

健
全

化
法

施
行

令
第

1
7

条
に

よ
り

算
定

し
た

事
業

の
規

模

健
全

化
法

第
2
2

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

不
足

比
率

(（
N

）
/
（
P

）
×

1
0
0
)
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様
式

第
2
号

（法
適

用
企

業
・資

本
的

収
支

）

投
資

・財
政

計
画

（収
支

計
画

）
（
単

位
：
千

円
）

年
　

　
　

　
　

度
区

　
　

　
　

　
分

１
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

２
．

1,
05

8
1,

07
1

1,
08

3
1,

09
6

1,
11

0
1,

12
3

1,
13

7
1,

15
0

1,
1
6
4

1
,7

4
4

３
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

４
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

５
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

６
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

７
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

８
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

９
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(A
)

1,
05

8
1,

07
1

1,
08

3
1,

09
6

1,
11

0
1,

12
3

1,
13

7
1,

15
0

1,
1
6
4

1
,7

4
4

(B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(C
)

1,
05

8
1,

07
1

1,
08

3
1,

09
6

1,
11

0
1,

12
3

1,
13

7
1,

15
0

1,
1
6
4

1
,7

4
4

１
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

２
．

2,
25

6
2,

28
3

2,
30

9
2,

33
7

2,
36

6
2,

39
3

2,
42

3
2,

45
1

2,
4
8
0

2
,5

1
0

３
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

４
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

５
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(D
)

2,
25

6
2,

28
3

2,
30

9
2,

33
7

2,
36

6
2,

39
3

2,
42

3
2,

45
1

2,
4
8
0

2
,5

1
0

(E
)

1,
19

8
1,

21
2

1,
22

6
1,

24
1

1,
25

6
1,

27
0

1,
28

6
1,

30
1

1,
3
1
6

7
6
6

１
．

1,
19

8
1,

21
2

1,
22

3
1,

24
1

1,
25

6
1,

27
0

1,
28

0
1,

29
7

1,
3
1
0

7
5
7

２
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

３
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

４
．

0
0

3
0

0
0

6
4

6
9

(F
)

1,
19

8
1,

21
2

1,
22

6
1,

24
1

1,
25

6
1,

27
0

1,
28

6
1,

30
1

1,
3
1
6

7
6
6

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(G
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(H
)

29
,0

06
26

,7
24

24
,4

14
22

,0
77

19
,7

12
17

,3
18

14
,8

96
12

,4
45

9,
9
6
4

7
,4

5
4

○
他

会
計

繰
入

金
（
単

位
：
千

円
）

年
　

　
　

　
　

度
区

　
　

　
　

　
分

7,
67

2
2,

75
7

2,
53

0
3,

48
8

2,
72

4
2,

56
2

2,
51

2
2,

45
5

2,
4
8
0

2
,5

9
3

3,
71

1
1,

20
0

1,
02

3
99

5
58

5
44

7
41

9
39

0
3
6
0

3
3
0

3,
96

1
1,

55
7

1,
50

7
2,

49
3

2,
13

9
2,

11
5

2,
09

3
2,

06
5

2,
1
2
0

2
,2

6
3

1,
05

8
1,

07
1

1,
08

3
1,

09
7

1,
11

0
1,

12
3

1,
13

7
1,

15
0

1,
1
6
4

1
,7

4
4

1,
05

8
1,

07
1

1,
08

3
1,

09
7

1,
11

0
1,

12
3

1,
13

7
1,

15
0

1,
1
6
4

1
,1

7
8

0
0

0
0

0
0

0
0

0
5
6
6

8,
73

0
3,

82
8

3,
61

3
4,

58
5

3,
83

4
3,

68
5

3,
64

9
3,

60
5

3,
6
4
4

4
,3

3
7

R
7

R
8

R
9

R
10

R
1
1

R
2
 （決

算
）

R
3 （

決
算

）
R

4 （
決

算
）

R
5

R
6

R
7

R
8

R
9

R
10

R
1
1

R
2

（決
算

）
R

3
（決

算
）

R
4

（決
算

）
R

5
R

6

資 本 的 収 支

資 本 的 収 入

企
業

債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債

他
会

計
出

資
金

他
会

計
補

助
金

他
会

計
負

担
金

他
会

計
借

入
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

固
定

資
産

売
却

代
金

工
事

負
担

金

そ
の

他

計

(A
)の

う
ち

翌
年

度
へ

繰
り

越
さ

れ
る

支
出

の
財

源
充

当
額

純
計

(A
)-

(B
)

資 本 的 支 出

建
設

改
良

費

う
ち

職
員

給
与

費

企
業

債
償

還
金

他
会

計
長

期
借

入
返

還
金

他
会

計
へ

の
支

出
金

そ
の

他

計

う
ち

基
準

内
繰

入
金

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
  

  
 　

　
  

  
(D

)-
(C

)

補 塡 財 源

損
益

勘
定

留
保

資
金

利
益

剰
余

金
処

分
額

繰
越

工
事

資
金

そ
の

他

計

補
塡

財
源

不
足

額
(E

)-
(F

)

他
会

計
借

入
金

残
高

企
業

債
残

高

収
益

的
収

支
分

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

合
計

42



供用開始年月日 平 成 15 年 4 月 1 日

処理区域内人口 38人

自 令 和 2 年 4 月
至 令 和 7 年 3 月

（5年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

724 720 720

0 0 0

0 0 0

724 720 0 720

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 217 0 217

0 0 0 0

0 0 0 0

123 137 0 137

38 34 0 34

161 388 0 388

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

183 145 0 145

0 175 0 175

0 0 0 0

24 24 0 24

1,162 1,163 0 1,163

49 53 0 53

1,418 1,560 0 1,560

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

17 17 0 17

5 6 0 6

22 23 0 23

使 用 料 (X)

原価計算表

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額

計算期間

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

一
 
般
 
管
 
理
 
費

人
件
費

流域下水道管理運営費負担金

委 託 料

そ の 他

小 計
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310 310 310 0

1,461 2,390 2,390 0

0 0 0 0

1,771 2,700 2,700 0

3,372 4,671 2,700 1,971

6

1,977

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 36.4%

＜使用料水準についての説明＞

小 計

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

　収支計画における算定期間では、使用料収入以外の繰入金等の営業外収益により、収支は黒字が見込まれていますが、上記算定の結果、使用
料では対象経費の36.4％しか賄えておらず、補てんする財源のほとんどを基準外繰入金に依存している状況です。

　本経営戦略でお示ししたとおり、本事業は従前より多額の基準外繰入金に依存している状況であるうえ、上石津地域の急激な人口減少による使
用料収入の減少により、その規模は今後ますます大きくなることが確実であるため、使用料改定により、少しでも基準外繰入金の削減を図る必要が
あります。そのため、段階的な使用料改定として、令和8年4月及び令和11年4月の計2回、それぞれ＋3.0％（合計で6.1％）の使用料改定を実施する
予定です。

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資
本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、
「下水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載するこ
と。
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